
和歌山市所管スポーツ施設指定管理者の募集に係る質問に対する回答

令和８年９月１５日現在

No. 資料名 P. 項目 質問事項 回答

1 募集要項 1
Ⅰ基本事項
3.施設の概要について

機械警備のある施設（市民体育館・河南体育館・
松下体育館）について、施設の図面は閲覧、公開
は可能でしょうか。
現在 機械警備がない施設も今後、機械警備を導
入予定はありますでしょうか。

施設平面図を公開します。（別添）
機械警備がない施設に機械警備の導入予定はありません。

2 決算資料
※備考
〇業務委託料明細

各体育館(松下・市民・河南)の１年間(令和７年
度)の機械警備料の内訳をお教えください。

Ｒ７機械警備料の内訳は次の通りです。
松下　198,000円
市民　203,280円
河南　155,760円

3 募集要項 18
１０ 協定の締結
（２）協定保証金の納付

共同企業体の場合は、すべての構成団体が、契約
時までに、市の競争入札参加資格の有資格者にな
らないと不納付の対象にならないのか。

すべての構成団体が、契約時までに、市の競争入札参加資格の有資格者になる
か、和歌山市契約規則（平成１５年規則第８３号）第３４条に該当する場合は
不納付となる。（別添：和歌山市契約規則、第３４条の運用基準）

4
体育館等
仕様書

35 定期清掃作業基準表

各体育館のフロアのメンテナンス方法をお教えく
ださい。
また、使用薬剤（オイル・剥離剤）をお教えくだ
さい。

各体育館のフロア（木質床材）は、剥離剤を使用せず、ドレッシングオイルで
メンテナンスをしてください。ドレッシングオイル及び剥離剤の指定はありま
せん。

5
市民温水
プール仕

様書
26

足拭きマット等供給業務仕
様書

「芳香剤の交換」・「便器洗浄器の洗浄剤の交
換」が2か月に1回の交換となっておりますが、商
品の能力的に1ケ月で交換が必要な場合は1ケ月交
換としてよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

6
市民温水
プール仕

様書
29 清掃作業基準表

定期清掃で現在の「床敷き」の清掃方法をお教え
ください。

・プールサイド
　床に張っているプラタイルを捲りあげて、素のコンクリート床を高圧洗浄。
(定期清掃業者）
・更衣室
　プールへと続く廊下のタイル部分は高圧洗浄、着衣側はロッカーをすべてロ
ビーに運び出して洗浄（定期清掃業者）
　すのこは外へ運び出して高圧洗浄(職員)
・事務所、医務室、ロビー、ギャラリー、１，２階廊下
　ポリッシャーで磨いた後、ワックスがけ

7
市民温水
プール仕

様書
29 清掃作業基準表

外注されている日常清掃の所要時間・人数をお教
えください。
（週〇回・〇名・〇時間）

週２回・１名・４時間

8
体育館等
仕様書

37
業務委託料明細　令和7年
度

市民体育館での足拭きマット供給業務の明細が計
上されておりません。（河南総合体育館の記載は
ございます）
市民体育館での本業務の実施状況をお教えくださ
い。

【重要】
市民体育館では、現在足拭きマット供給業務を行っていません。
02_和歌山市所管市立体育館・市民スポーツ広場指定管理業務仕様書P.37「足
拭きマット供給業務仕様書」を訂正します。訂正後の正しい仕様書を添付し
ます。

9 募集要項 5 管理運営経費など

管理運営委託料（指定管理料）の精算・返還ルー
ルについて質問いたします。管理運営業務におけ
る経営努力や経費削減対策により、毎年度の受託
収支において余剰金（黒字）が発生した場合、当
該余剰金は年度末に精算のうえ市へ返還する必要
があるのでしょうか。それとも、次年度以降の円
滑な運営や、仕様書に規定された『1件20万円未
満の修繕費用』等に充当するため、指定管理者の
内部留保（自主財源）として保有することが認め
られるのでしょうか。ご回答をお願いいたしま
す。

経営努力や経費削減対策による余剰金は、市へ返還する必要はありません。

10 募集要項 7
市と指定管理者の責任分担
等

指定後の物価変動、特に光熱水費（電気・ガス代
等）の急激な高騰に対する補填措置について質問
いたします。本公募における責任分担表では『物
価』は『協議事項』と整理されております。特に
市民温水プールはボイラー等の稼働により極めて
多額の光熱水費（令和7年度決算で約2,394万円）
を要する施設であり、近年のエネルギー価格高騰
は指定管理者の経営に極めて甚大な影響を及ぼし
ます。 指定期間中に、当初提案予算の積算根拠
を大幅に超えるエネルギー価格の高騰が発生した
場合、どの程度の価格変動（または予算超過率）
をもって、市による『指定管理料の増額補填・別
途変更協定』の協議対象となるのか、具体的な判
断基準がございましたらご教示ください

予算の積算根拠を大幅に超えるエネルギー価格の高騰が発生した場合は協議対
象となります。

11 募集要項 6 施設などの修繕について

1件あたり20万円未満の施設・設備修繕の負担上
限について質問いたします。募集要項Ⅲ-1-(9)等
に基づき、20万円未満の修繕は指定管理者の負担
とされておりますが、対象施設はいずれも建設か
ら長期が経過し、設備の老朽化が進んでおりま
す。 指定期間中に、個々の修繕額は20万円未満
であるものの、突発的な故障等が各館で多発し、
年間で累積された修繕費総額が極めて多額となっ
た場合、指定管理者の負担を制限する『年間累積
負担上限額（キャップ）』などのセーフティネッ
ト制度は用意されているのでしょうか。あるい
は、当初提案した収支予算書の金額を大幅に超過
した場合、市との間で別途協議、または市による
補填を行う余地はございますでしょうか。

年間累積負担上限額はありません。
当初提案した収支予算書の金額を大幅に超過した場合、市との間で別途協議は
行えます。
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和歌山市所管スポーツ施設指定管理者の募集に係る質問に対する回答

No. 資料名 P. 項目 質問事項 回答

12
市民温水
プール仕

様書
6 従事者の体制に関すること

隣接する施設間における人員配置の兼務および相
互融通の可否について質問いたします。仕様書に
おいて、各施設に総括責任者（正規雇用職員）を
配置することが義務付けられておりますが、同一
敷地内に隣接する『市民体育館』と『市民温水
プール』の一体管理を行うにあたり、プールの
『副責任者（正規）』が、隣接する『市民体育館
の総括責任者（正規）』を兼務することは可能で
しょうか。 また、受付業務や案内業務を行う従
事者（非常勤・賃金スタッフ）について、両施設
を1つの勤務割（動的シフト）で管理し、利用状
況に応じて人員をプール・体育館間で相互に配
置・融通させることは認められますでしょうか。
一体管理による経費の節減効果（サービス水準を
維持した上での効率化）を最大化させるための運
用範囲について、市の見解をお聞かせください。

プールの『副責任者（正規）』が、隣接する『市民体育館の総括責任者（正
規）』を兼務することは出来ません。
両施設を1つの勤務割（動的シフト）で管理し、利用状況に応じて人員をプー
ル・体育館間で相互に配置・融通させることは認められます。

13 募集要項 7
市と指定管理者の責任分担
等

大規模災害等に伴い、各体育館が避難場所として
開設され、通常の貸館業務・自主事業等の「通常
業務が停止（休館）」された期間中においても、
基本となる指定管理料（管理運営委託料）は減額
されることなく、満額（日割り減額等を行わず
に）支払われるという理解でよろしいでしょう
か。 また、避難場所の開設や避難住民の受け入
れ対応、安全管理、市との緊急連携対応等のた
め、指定管理者がスタッフを夜間・休日等に緊急
動員したことに伴って発生する「時間外手当・休
日手当等の追加人件費」や、災害対応に直接要し
た各種「増加費用」については、仕様書第13条第
3項（市が合理的な範囲で負担する）に基づき、
事後の実績報告等により、市から全額（または実
費）補填されるという解釈で相違ないかご教示く
ださい。

大規模災害等に伴い、各体育館が避難場所として開設され、通常の貸館業務・
自主事業等の「通常業務が停止（休館）」された期間中においては、避難所運
営等の災害対応に協力に係る要否も含めて、指定管理料の減額及び増額につい
ては、協議となります。

14

体育館等
仕様書

市民温水
プール仕

様書

7
14

自主事業の受講料等の設定
における承認手続きについ
て

仕様書において「事業については、受講料等収入
を指定管理者の収入とすることができる」と規定
されていますが、自主事業（スポーツ教室等）の
受講料の「額（金額）」を新規に設定、または物
価高騰等に伴い指定管理期間中に改定する場合、
和歌山市または教育委員会の「事前承認」を必要
とするものか、あるいは指定管理者の裁量におい
て設定してよいものか、具体的な承認手続きの有
無とプロセスをご教示ください。

自主事業（スポーツ教室等）の受講料の「額（金額）」を新規に設定、または
改定する場合、市の「事前承認」は必要ないので、指定管理者の裁量において
設定してください。
市には年間予定と年間実績を報告してもらいます。

15
体育館等
仕様書

5
自主事業における収支の精
算の有無について

仕様書に基づき、自主事業に係る「受講料等収
入」を指定管理者の収入とし、事業開催に伴う諸
経費（指導員人件費、傷害保険料、消耗品費等）
を指定管理者の負担において実施する場合、当該
自主事業から生じた最終的な「余剰金（黒字）」
または「損失（赤字）」については、年度末の指
定管理料精算（返還等）の対象外となり、すべて
指定管理者に帰属（独立採算）する認識でよろし
いでしょうか。 また、これらは管理運営受託分
とは完全に区分した独立した会計帳簿および管理
口座にて処理すべきものか、併せてご教示くださ
い。

自主事業に係る収入については、お見込みのとおりです。
会計帳簿は、管理運営受託分とは区分してください。

16

体育館等
仕様書

市民温水
プール仕

様書

公益性の高い自主事業（学校連
携・インクルーシブ事業等）実施
時における施設使用料の減免規定
の適用可能性および協議条件につ
いて

指定管理者が実施する自主事業（スポーツ教室
等）のうち、学校連携事業（部活動地域移行への
協力等）やインクルーシブ事業（障がい児・者向
けスポーツ教室等）など、極めて高い公益性・福
祉的意義を有する事業を展開する場合、各条例施
行規則（体育館規則第6条第1項第3号、温水プー
ル規則第3条第1項第4号等）に定める「市長が特
別の理由があると認めるとき」を適用し、市との
事前協議・承認の上で施設使用料の減額（5割
減）または免除を受けることは可能でしょうか。
また、減免の適用について事前協議・申請が可能
となる具体的な条件（事業要件、申請手続き、提
出書類等）についてご教示ください。

条例施行規則のとおりです。

17 募集要項 6

松下体育館の大規模改修工
事に伴う臨時休館期間中の
指定管理料・人件費等の取
扱基準（協議の基本的考え
方）について

現地説明会において、松下体育館について令和9
年度中より2〜3年程度の大規模改修工事（臨時休
館）が予定されている旨の説明を受けました。
募集要項6ページ「改修工事計画等」には、「改
修工事等を考慮せずに年間計画を立ててくださ
い」「改修工事等が実施された場合、当該年度の
指定管理料について、別途協議することとなりま
す」と規定されております。
指定管理者の指定を受け、令和9年4月1日より雇
用および事業を開始した後に、年度途中等で大規
模改修に伴う臨時休館に入った場合、以下の点に
ついて市の基本的な取り扱い方針（協議の基準）
をご教示ください。
雇用継続および固定人件費・維持管理経費の補償
について： 指定管理業務の開始に伴い採用・配
置した従事者の雇用維持に係る人件費や、休館中
も発生する固定的な維持管理経費（管理費・各種
契約等）について、臨時休館期間中も指定管理料
（または相当額の変更委託料）の支給・補償の対
象となる認識でよろしいでしょうか。

市の基本的な取り扱い方針（協議の基準）は、状況に応じて協議で決定しま
す。

18 修繕について
直近5年間に実施した主な修繕内容及び修繕費用
をご教示ください。

修繕一覧を開示します。（別添）

19 利用者アンケートについて
直近の利用者アンケート結果及び利用者から寄せ
られた主な意見・要望についてご教示ください。

Ｒ７利用者アンケート集計（各施設）を公開します。（別添）
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No. 資料名 P. 項目 質問事項 回答

20
現指定管理者の自主的取組
について

現地説明会資料《全施設》共通の資料に、現指定
管理者の自主的取組について、指定休館日の営
業、夜間の延長営業と記載がありましたが、具体
的にご教示ください。

指定休館日も予約等入れば通常営業している。予約の状況によっては、午後か
らの営業、夜間のみ営業という日もある。
夜間の延長営業は、各体育館で２１時～２３時を通常営業としている。

21
市民温水
プール仕

様書
7 自主事業

プールにて自主事業を行う際の指定管理者から市
へお支払いする利用料金の考え方についてご教示
ください。
・1コース1時間○○円
もしくは、個人利用料金で　参加人数×個人利用
料金か？詳細にご教示ください。

全コースの専用使用以外は、個人利用料金での支払いとなります。

22
市民温水
プール仕

様書
7 自主事業

自動販売機を設置する際の、行政財産使用料につ
いてご教示ください。

土地と建物それぞれの１㎡あたりの１年間の使用料（土地評価額÷土地面積）
×使用面積での計算となります。R8の自動販売機の土地建物使用料の年額は次
のとおりです。
松下　　３，１６７円　１台
市民　　７，５３０円　２台
河南　　７，２２８円　２台
プール　３，６７９円　１台

23
市民温水
プール仕

様書
7 その他

温水プールの活性化に向けたイベント事業をプー
ル内3コース程度を使用して行う場合の市へ支払
う使用料についてご教示ください。

個人利用料金での支払いとなります。

24
市民温水
プール仕

様書
3 水抜き休館について

プール水抜き休館を6月9月に実施しているようで
すが、時期を変更しても問題ありませんか？

原則６月９月で実施してください。

25
市民温水
プール仕

様書
3 臨時休館

水温・機械調整のため1月4日から4日間とありま
すが、年末年始の休館中は機械を完全に停止し、
1月4日から昇温を始めており、4日間かかるとい
うことで合っていますか？

お見込みのとおりです。

26
市民温水
プール仕

様書
3 専用利用

全レーンを使用しての料金は条例等にも掲載され
ていますが、1コース当たりの料金設定はありま
すでしょうか？

個人利用料金での支払いとなります。

27 募集要項 13 （１）提出書類

「⑬税の滞納がないことを証明するもの」におけ
る国・県・市税納税証明書について、県・市税納
税証明書は、本社所在地のものでよろしいでしょ
うか。
提出すべき各納税証明書について、具体的にご教
示ください。

お見込みのとおりです。
国税については、納税証明書（その3）未納の税額がないことの証明を提出。
県・市税については、納税証明書又は非課税証明書又は完納証明書等により、
未納の税額がないことの証明を提出。

28 募集要項 14 応募書類のページ番号

応募書類は、片面書類、ページ数をつけるなど分
かりやすいようにすること、と記載があります
が、決算報告書や定款等のページも片面印刷や
ページ番号が必要ですか。
また、ページ番号は、全書類の通し番号になりま
すか。項目ごとにわけてもよろしいでしょうか。

決算報告書や定款等のページについては、両面印刷やページ番号がなくてもか
まいませんが、インデックスは必要です。
ページ番号は項目ごとにわけていただいてもかまいません。

29
提出書類

様式
様式6

様式6の申込者概要は、支店や営業所での申し込
みの場合でも、本社の情報を記載してもよろしい
でしょうか。

お見込みのとおりです。

30 募集要項 13 納税証明書

納税証明書につきまして。東京都は完納証明書が
なく、納税証明書のみになります。
この場合は、直近何年分の納税証明書が必要です
か。

「法人事業税・特別税」、「法人都民税」についての納税証明書（未納がない
こともしくは納税済みであることを証明できるもの）を直近１年分提出してく
ださい。

31 募集要項 13 提出書類一覧

提出書類①～⑩をワード、エクセル等のデータ形
式で作成、電子メールに添付して提出と記載があ
ります。
①～⑧は様式が存在するため、ワード、エクセル
で提出ができますが、⑨⑩は独自様式の為ワー
ド、エクセルのデータはございません。⑨⑩は
pdf提出でもよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。可能な範囲でワード、エクセルのデータで提出してく
ださい。

32 募集要項 13 提出書類

支店名義での提出は可能でしょうか。
その際、委任状に押印する印鑑は、本店の使用印
で問題ございませんでしょうか。
また、支店名義で提出する場合、13ページに記載
のある納税証明書は、本店と受任先（支店）のど
ちらのものを用意すればよろしいでしょうか。

押印について、お見込みのとおりです。
納税証明書は、受任先（支店）のものを提出してください。

33 募集要項 8 指定管理者の応募資格

「指定管理期間中は必ず和歌山市内に事務所又は
事業所を設置すること。なお、設置に当たって
は、市に法人設立・事務所等設置申告書を提出す
ること。」との記載がございますが、共同企業体
として応募する場合についてお伺いします。 こ
の市内への事務所等の設置および申告書の提出要
件は、代表企業のみが満たしていればよいので
しょうか。それとも、共同企業体を構成するすべ
ての団体に対して求められる要件でしょうか。

共同企業体として応募する場合は、構成団体の中に和歌山市内に事務所等活動
の拠点を置いている者を含んでいればよいとなっており、その要件を満たす団
体に対して市内への事務所等の設置および申告書の提出を求めます。

34 募集要項 16
プレゼンテーション及びヒ
アリング

「1応募につき3名までの出席と限る」との記載が
ございますが、複数社で構成される場合であって
も、共同企業体全体（各社の合計）で3名までと
いう認識で相違ないでしょうか。参加人数の上限
緩和は認められますでしょうか。

共同企業体全体（各社の合計）で1応募につき3名までの出席に限ります。

35 募集要項 16 選定方法

選定委員の帰属性（庁内職員・外部有識者の構成
比率や、学識経験者、公認会計士、地元関係者と
いった専門分野・役職等）について、公表可能な
範囲でご教示いただけないでしょうか。

選定委員の帰属性については、事前に公表はできません。

36

提示されております指定管理料（上限額）につい
てお伺いします。 総額だけでなく、施設ごとの
指定管理料の試積算内訳について、開示していた
だけないでしょうか。

指定管理料の試算内訳を開示します。（別添：「各施設」収支予算書）

37 行政財産使用料

自主事業（自動販売機や飲食・物販コーナー等）
の実施にあたり、施設の行政財産使用許可を受け
る場合、1平方メートルあたりの使用料単価（月
額または年額）をご教示いただけますでしょう
か。

R8の1平方メートルあたりの使用料単価の年額は次のとおりです。（計算方法等
はNO.２２参照）
松下　　３，１６７円
市民　　３，７６５円
河南　　３，６１４円
プール　３，６７９円

3



和歌山市所管スポーツ施設指定管理者の募集に係る質問に対する回答

No. 資料名 P. 項目 質問事項 回答

38

指定期間中、構成企業のうちの一社が倒産・破綻
等により事業継続が困難となり、やむを得ず共同
企業体から離脱せざるを得ない事態が生じた場
合、当該企業の業務についてはどのように取り扱
うことになりますでしょうか。
残存する構成企業内で業務の棲み分けを行い管理
運営を継続する形になるか、あるいは、市の承認
を得た上で、新たな代替企業を構成員として参画
させることが求められるのでしょうか。

業務については、残存する構成企業内で業務の棲み分けを行い管理運営を継続
してください。
共同企業体等で応募した場合、その構成団体の変更は、原則として認めませ
ん。

39 自主事業

① 自動販売機の設置と同様に、行政財産の目的
外使用許可を受け、所定の使用料を市へ納付する
ことを前提とした場合、施設内において指定管理
者による常設または一時的な物品販売を行うこと
は認められますか。
② 上記の物品販売が可能な場合、販売してはな
らないもの（例えば、飲食物全般、スポーツに関
連しない日用品など）等、取り扱いが制限・禁止
されている物品の基準はございますか。

①お見込みのとおりです。
②施設本来の用途または目的を妨げない限度で認めています。

40

河南体育館及び市民体育館におけるトレーニング
マシンについて
使用期限が終了しており、安全に使用できない場
合は処分の必要がると現地説明会時にお話しあり
ましたが、その際の費用負担はどのようにお考え
でしょうか。

費用負担は原則指定管理料の範囲で負担していただきたいところですが、大型
のマシン等の高額になるものは市との協議となります。

41 募集要項 7 市と指定管理者の責任分担
物価（指定後のインフレ、デフレ）に伴う、人件
費、光熱水費の上昇が見受けられる場合は補填の
協議が可能という認識でよろしいでしょうか。

試算以上の上昇があれば協議は可能です。

42
備品（屋外施設作業用の車
両・その他の機材）につい
て

屋外施設の整備用に配置されている「車両」につ
いて、型式等の情報、管理上の負担区分（保険料
負担、現在加入保険の種類、車検負担など）につ
いてご教示ください。
また、整備用のレーキやブラシ、除草用の機材等
についての保有数・保管状況（場所等）について
もご教示ください。

屋外整備用車両タイタン(形式BKG-LHR85A）
車検にかかる費用の負担及び任意保険、自賠責保険に加入しています。
除草用機材「刈馬王」は2台保有し、1台は体育館倉庫、もう1台はスポーツ広場
北側倉庫に保管しています。
スポーツ広場整備用レーキは陸上競技場に8本、球技場（大）に14本、球技場
（小）に9本設置しています。また、球技場(大)南側にグランドならし(ブラシ
付レーキ)を設置しています。

43 決算資料 費目内容の内訳について

「手数料」の定義・業務内容・範囲についてご教
示ください。内容として、「業務委託料」の費用
内訳との分別のため、「手数料」内の費用内訳
（業務内容・年間回数など）の考え方についても
お示しください。

手数料及び業務委託料の内容については、収支実績のとおりです。そのうち、
各施設の「事務局分手数料」は「管理費」として計上してください。

44 決算資料

「業務委託料」および「手数料」のうち、外部委
託をしている業務ごとの事業者名、また、常駐で
人員配置をしている業務（例：日常清掃・受付窓
口など）について、現状の配置時間および人数
（毎日／週○日、○時～○時・実働○時間）、○
名配置をご教示ください。

定期業務委託等一覧を開示します。（別添）

現状の配置時間等は次のとおりです。
〇松下、市民（スポ広含む）、河南
・週7日
・5人配置（市民体育館は6人配置）
・8:30～17:15（7:30～16:15）2～3人　※大会等準備が早い日は7:30～
・14:30～23:15（12:30～21:15）1人　※21時以降の予約がない日は12:30～
・休み1～2人　※月初めの抽選日等の人手がいる日は8:30～1人増
・その他 河南は休館日（火曜日）は、予約状況に合わせて8:30～か14:30～1
人、1日休館等の日がある。

〇市民温水プール
・週6日（月曜休館日）
・13人配置
【4月～9月】
・7:30～16:15 2人
・9:30～18:15 4人
・11:30～20:15 4人
・休み 3人
【10月～3月】
・7:30～16:15 2人
・9:30～18:15 6～7人　※火曜夜間営業のため9:30～18:15 4人、11:30～20:15
4人、休み3人
・休み 4～5人

45
体育館等
仕様書

17 10　業務引き継ぎ
指定管理者が変更となった場合、次期指定管理者
が現地入り（機材搬入及び設置・現地研修等）可
能となる時期についてご教示ください。

次期管理者が決まり次第（１２月上旬頃）現指定管理者と調整して、現地入り
が可能です。

46 決算資料 施設等の修繕について

決算資料にある各年度（R4～7）には、指定管理
者が実施する1件20万円以下の修繕の合計額が計
上されています。各年度の修繕内容（箇所）及び
修繕ごとの金額等についてご教示ください。

NO.１８の修繕一覧で確認してください。

47 決算資料 施設等の修繕等について

貴市が過去に実施した修繕「1件20万円以上の修
繕の履歴」、現指定管理者が実施した「余剰金に
よる20万円以上の修繕」や「整備に係る購入資
材」の内容および金額内訳をご教示ください。

市修繕一覧及び現指定管理者が実施した「余剰金による20万円以上の修繕」、
「整備に係る購入資材」の内容を開示します。（別添：各年度ｽﾎﾟｰﾂ支出（特定
資産））

48
施設修繕に伴う更新後の追
加業務について

現地説明会資料等で、今後貴市が実施する修繕
「1件20万円以上の修繕」の計画についての説明
がありました。現状、稼働がされていない設備機
器が更新された後には、しかるべきメンテナンス
が必要になると考えられます。仕様書に記載がな
く、予算未計上としている設備機器等が更新によ
り稼働された場合などの予算措置について、貴市
の考え方をご教示ください。

仕様書に記載がなく、予算未計上としている設備機器等が更新により稼働され
た場合などは、市との協議となります。

49 河南総合体育館【その他】

隣接地への配慮として、「用水路清掃」「植木剪
定」が実施されていますが、作業内容や費用につ
いてご教示ください。
例）用水路清掃時（汚泥）の処分費、植木剪定時
の枝・除草等の処分費

用水路清掃について、４月後半に施設周辺の汚泥を１ヶ所（駐車場の隅）にス
コップ、一輪車等で集積。和佐支所へ連絡し、後日業者が回収。（処分費等は
不要）
隣接地の剪定・消毒について、田植え期間が終了してから作業を行うといった
配慮をしています。作業内容は通常の植木剪定業務です。Ｒ7年度の支払額（剪
定・消毒・処分）100,650円。

4



和歌山市所管スポーツ施設指定管理者の募集に係る質問に対する回答

No. 資料名 P. 項目 質問事項 回答

50
体育館等
仕様書

11
43

市民スポーツ広場（テニス
コート・簡易トイレ）につ
いて

台風等の強風の場合、テニスコートのベンチや
ネット、簡易トイレを固定するよう記載がありま
すが、一時撤去（場所の移動、再設置）は、過去
の台風被害や河川の増水時などの状況でもなかっ
たという理解でよろしいでしょうか。固定したに
もかかわらず流されてしまったなどの状況につい
てもご教示ください。

過去にそれぞれの事案はないと把握しています。

51
体育館等
仕様書

10
44

空調設備機械等保守点検業
務

業務用エアコンの簡易点検（年4回）がありま
す。対象機器のうち、定期点検（3年に１回）に
該当する機器（定格出力7.5kW以上）はないとい
う理解でよろしいでしょうか。

各室外機の定格出力が7.5kw未満のため定期点検の対象外です。なお、アリーナ
のガスヒートポンプエアコンについては、保守定期点検を年1回、フロン定期点
検を3年に1回実施してください。

52
体育館等
仕様書

17 17 証拠書類の保存

「指定管理業務に関する書類は、業務終了後５年
間保存するものとする。」とありますが、指定管
理者が変更となった場合、管理上の書類（報告書
等）は残置されるという理解でよろしいでしょう
か。

お見込みのとおりです。

53
市民温水
プール仕

様書
27

更衣室の「芳香剤」、便器洗浄器の「洗浄剤」に
ついて、現状のメーカー名（納入先）をご教示く
ださい。

委託業者は足拭きマットの交換のみを行い、芳香剤、便器拭き等は消耗品費で
購入して職員で交換を行っています。～委託業者～株式会社　紀州レンタル
（ダスキン紀州）

54 募集要項 16 8選定方法

プレゼンテーションへの出席は「１応募者につき
３名まで」とありますが、４～５社でコンソーシ
アムを構成する予定です。１社１名の出席をお認
めいただけますか

共同企業体全体（各社の合計）で1応募につき3名までの出席に限ります。

55
体育館等
仕様書

6

「日本赤十字救急法救急員の資格を有する者」と
あります。
令和９年1月に受講予定です。応募時に有してい
なくても応募可能でしょうか。

管理の開始までに取得見込みで応募可能です。

56 決算資料 業務委託先及び委託金額をご教示ください。 NO.４４定期業務委託等一覧で確認してください。

57
体育館等
仕様書

6

「各施設には必ず総括責任者（正規雇用職員）１
名を配置すること」とあります。
正規雇用とは社会保険＆雇用保険に加入している
雇用形態と解釈してよろしいでしょうか。

総括責任者として現場で責任を持った対応が出来る者を配置してください。雇
用形態は勤務内容に応じて必要な保険等に加入してください。

58
体育館等
仕様書

5
「不備がなければ翌日に本予約にする処理を行う
こと」とありますが、「翌日」は「翌営業日」と
解釈してよろしいでしょうか

お見込みのとおりです。

59
体育館等
仕様書

6 臨時駐車場の場所をご教示ください。
現地説明会資料【市民スポーツ広場全体配置図】のとおり、球技場（大）の南
側の敷地です。

60
体育館等
仕様書

6

「スポーツ施設管理士及びスポーツ施設運営士有
資格者」とあります。
応募時に有していなくても応募可能でしょうか。
令和９年６月に受講を予定しています。

早期の取得見込みで応募可能です。
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○和歌山市契約規則 

平成１５年５月３０日 

規則第８３号 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 一般競争入札 

第１節 一般競争入札に参加する者の資格（第２条） 

第２節 公告及び競争（第３条―第１６条） 

第３節 落札者の決定等（第１７条―第２０条） 

第４節 電子情報処理組織による一般競争入札の特例（第２０条の２・第２０条の３） 

第３章 指名競争入札（第２１条―第２３条の２） 

第４章 随意契約（第２４条―第２７条の２） 

第５章 せり売り（第２８条・第２９条） 

第６章 契約の締結（第３０条―第３６条） 

第７章 契約の履行（第３７条―第３９条） 

第８章 契約の解除（第４０条―第４２条） 

第９章 雑則（第４３条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、法令その他別に定めがあるもののほか、本市が行う契約に係る事務に関し

必要な事項を定めるものとする。 

第２章 一般競争入札 

第１節 一般競争入札に参加する者の資格 

（入札参加者の資格） 

第２条 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）第１６７条の４

第２項各号のいずれかに該当すると認められるときは、その者について３年以内の期間を定め

て本市が行う一般競争入札に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使

用人として使用する者についても、また同様とする。 

第２節 公告及び競争 

（入札の公告） 

第３条 市長は、一般競争入札により契約を締結しようとするときは、次に掲げる事項について

公告するものとする。 

（１）入札に付する事項 

NO.３
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（２）入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

（３）契約条項を示す期間及び場所 

（４）入札執行の日時及び場所 

（５）入札保証金及び契約保証金に関する事項 

（６）入札に参加する者に必要な資格のない者のした契約の申込みの効力に関する事項 

（７）入札に関する条件に違反した契約の申込みの効力に関する事項 

（８）契約の締結についての議会の議決の要否 

（９）契約書作成の要否 

（１０）郵便による入札書の提出の可否 

（１１）最低制限価格の設定の有無 

（１２）その他必要な事項 

２ 前項の公告は、入札期日の前日から起算して１０日前までに行うものとする。ただし、やむ

を得ない事由がある場合は、当該期間を５日以内に限り短縮することができる。 

（入札保証金の額） 

第４条 政令第１６７条の７第１項の規則で定める入札保証金の額は、入札金額の１００分の５

に相当する額以上の額（単価による入札にあっては、市長が定める額）とする。 

（入札保証金の納付の代替） 

第５条 一般競争入札に参加しようとする者は、入札保証金の納付に代えて次に掲げる有価証券

を担保に供することができる。 

（１）国債証券（無記名のものに限る。） 

（２）地方債証券（無記名のものに限る。） 

（３）小切手（市長が認める金融機関の自己宛振出小切手又は支払保証小切手に限る。） 

（入札保証金の不納付） 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入札に参加しようとする者に

入札保証金を納めさせないこととすることができる。 

（１）一般競争入札に参加しようとする者が保険会社との間に本市を被保険者とする入札保証保

険契約を締結したとき。 

（２）政令第１６７条の５第１項の規定により市長が定めた資格を有する者による一般競争入札

に付する場合において、当該落札者が契約を締結しないこととなるおそれがないと認められ

るとき。 

（予定価格の決定） 

第７条 市長は、一般競争入札に付する事項の価格（和歌山市財務に関する条例（昭和３９年条

例第１２号）第５条の規定による財産の交換を一般競争入札に付して行う場合にあっては、交

換しようとするそれぞれの財産の価格の差額）の総額について、当該事項に関する仕様書、設
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計書等により予定価格を定めなければならない。ただし、一定期間継続して行う製造、修理、

加工、売買、供給、使用等の契約の場合においては、単価についてその予定価格を定めること

ができる。 

２ 予定価格は、契約の目的となる物件又は役務について、取引の実例価格、需給の状況、履行

の難易、数量の多寡、履行期間の長短等を考慮して適正に定めなければならない。 

（調査基準価格の設定等） 

第８条 市長は、一般競争入札により工事又は製造その他についての請負の契約を締結しようと

する場合において、必要があると認めるときは、その者と契約を締結することが公正な取引秩

序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められる場合の基準となる価格

（以下「調査基準価格」という。）をあらかじめ定めるものとする。 

２ 市長は、調査基準価格を下回る価格をもって契約の申込みをした者を落札者とすべき事態が

生じたときは、当該契約の申込みの価格の内訳等を精査し、当該契約の申込みの価格が公正な

取引秩序を乱すおそれがあって著しく不適当であるかどうかを決定するものとする。 

（最低制限価格の決定） 

第９条 市長は、政令第１６７条の１０第２項の規定によりあらかじめ最低制限価格を設ける場

合は、予定価格の１００分の６６から１００分の９２までの範囲内で定めるものとする。この

場合においては、第７条第２項の規定を準用する。 

（予定価格の事前公表） 

第１０条 市長は、一般競争入札を適正かつ合理的に行うため特に必要があると認めるときは、

予定価格を事前に公表することができる。 

（予定価格調書の作成等） 

第１１条 市長は、予定価格を記載した予定価格調書を作成し、封書にして、開札の際これを開

札場所に置かなければならない。ただし、前条の規定により予定価格を入札執行前に公表して

いる場合は、この限りでない。 

２ 調査基準価格又は最低制限価格を定めた場合は、これらの価格を予定価格に併記しなければ

ならない。 

（契約の申込みの無効） 

第１２条 次の各号のいずれかに該当する一般競争入札における契約の申込みは、無効とする。 

（１）一般競争入札に参加する資格のない者が行った契約の申込み 

（２）同一事項について２以上行った契約の申込み 

（３）違法の行為が介在した契約の申込み 

（４）入札書の記載事項が不明な契約の申込み 

（５）入札書に記名及び押印のない契約の申込み 

（６）その他入札の条件に反して行われた契約の申込み 
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（入札の方法） 

第１３条 一般競争入札における契約の申込みは、入札書を入札の執行日時までに入札の執行場

所に直接提出することにより行わなければならない。 

２ 入札保証金を要する場合にあっては、前項の入札書に入札保証金を納付した旨を証する書類

を添えなければならない。 

３ 代理人により契約の申込みをしようとするときは、入札の執行前に代理人であることを証す

る書類を提出しなければならない。 

４ 市長は、特に必要があるときは、郵便による入札書の提出を認めることができる。この場合

においては、第２項の規定を準用する。 

（入札に係る行為の取消し） 

第１４条 市長は、入札において違法行為が行われたときは、当該入札に係る行為を取り消すこ

とができる。 

（入札の執行の中止） 

第１５条 市長は、入札において違法行為が行われるおそれがあると認めるとき又はやむを得な

い事由が生じたときは、当該入札の執行を中止することができる。 

（入札の執行の延期） 

第１６条 市長は、特別の理由があるときは、入札の執行を延期することができる。 

第３節 落札者の決定等 

（落札の通知） 

第１７条 市長は、落札者が決定したときは、直ちに口頭又は文書によりその旨を落札者に通知

するものとする。 

（契約書の提出等） 

第１８条 落札者は、落札の通知を受けた日から７日以内に、契約書を市長に交付するとともに

契約保証金を納めさせないこととした場合を除き、契約保証金を納めなければならない。ただ

し、市長が特に必要があると認めるときは、その期限を延長することができる。 

（議決を要する契約） 

第１９条 前条の規定にかかわらず、議会の議決を要する契約にあっては、落札者は、落札の通

知を受けた日から７日以内に、議会の議決を得たときに本契約を締結する旨を記載した仮契約

書を市長に交付しなければならない。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、その期

限を延長することができる。 

２ 市長は、仮契約を締結したものに係る議会の議決を得たときは、遅滞なくその旨を当該契約

の相手方に通知しなければならない。 

３ 前項の通知を受けた仮契約の相手方は、契約保証金を納めさせないこととした場合を除き、

契約保証金を納めなければならない。 
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（入札保証金の返還又は帰属） 

第２０条 入札保証金は、落札者が決定したとき又は入札に係る行為が取り消されたとき若しく

は入札の執行が中止されたときに返還する。ただし、落札者に係る入札保証金は、契約の締結

後に返還する。 

２ 落札者がその責めに帰すべき事由により契約の締結期限までに契約を締結しないときは、入

札保証金（第５条の規定により入札保証金の納付に代えて担保に供された有価証券を含む。）

は、本市に帰属する。 

３ 第６条の規定により市長が入札保証金を納めさせないこととした者が落札者となった場合に

おいて、その者がその責めに帰すべき事由により契約締結期限までに契約を締結しないときは、

市長は、その者から落札金額の１００分の５に相当する額の違約金を徴収するものとする。 

第４節 電子情報処理組織による一般競争入札の特例 

（定義） 

第２０条の２ この節並びに第２３条の２、第２７条の２及び第３２条の２において「電子情報

処理組織」とは、本市の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下この節において同じ。）

と入札に参加しようとする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処

理組織をいう。 

（電子情報処理組織による一般競争入札の特例） 

第２０条の３ 市長は、必要があると認めるときは、電子情報処理組織を使用して一般競争入札

（公有財産及び物品（和歌山市物品管理規則（昭和５１年規則第１４号）第２条第１号に規定

する備品に限る。次項及び第３９条において同じ。）の売払い並びに工事等（建設業法（昭和

２４年法律第１００号）第２条第１項に規定する建設工事及び建設工事に係る調査、測量、設

計、監理等の業務をいう。以下この条、第２３条の２及び第２７条の２において同じ。）に係

るものに限る。第４項及び第５項において同じ。）を行うことができる。 

２ 前項の規定により電子情報処理組織を使用して一般競争入札（公有財産及び物品の売払いに

係るものに限る。第３２条の２において同じ。）を行う場合における次の表の左欄に掲げる規

定の適用については、これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。 

第３条第１項第４号 入札執行の日時及び場所 入札の期間及び開札の日時 

第３条第２項 入札期日 入札の期間の初日 

第４条 入札金額の１００分の５ 予定価格の１００分の１０ 

第１２条第４号 入札書の記載事項 入札書（入札書に記載すべき事項を記録

した電磁的記録（電子的方式、磁気的方

式その他人の知覚によっては認識するこ
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とができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。次号において同じ。）

をいう。次号において同じ。）に記録さ

れた事項 

第１２条第５号 記名及び押印 記名に相当する電磁的記録 

第１７条 口頭 当該落札者の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルへの記録 

第１８条及び第１９条第１

項 

７日 １５日 

第２０条第１項ただし書 契約の締結後に返還する 当該落札者から申出があった場合で市長

が適当と認めるときは、契約保証金に充

てるものとする 

３ 前項（同項の表第４条の項、第１８条及び第１９条第１項の項及び第２０条第１項ただし書

の項を除く。）の規定は、第１項の規定により電子情報処理組織を使用して一般競争入札（工

事等に係るものに限る。）を行う場合に準用する。この場合において、前項の表第３条第２項

の項中「入札の期間の初日」とあるのは「開札期日」と、同表第１７条の項中「記録」とある

のは「記録、口頭又は文書」と読み替えるものとする。 

４ 第１３条の規定は、電子情報処理組織を使用して行う一般競争入札については、適用しない。

この場合において、電子情報処理組織を使用して行う一般競争入札に係る入札の方法について

は、市長が別に定める。 

５ 電子情報処理組織を使用して行う一般競争入札に参加する者は、当該者と保証銀行等（銀行

その他市長が相当と認める者をいう。以下この項において同じ。）との間において、当該者に

係る入札保証金に相当する現金を市長の催告により当該保証銀行等が納付する旨の契約（市長

が別に定める要件を満たすものに限る。）が締結されたことを証する書面を市長に提出するこ

とにより入札保証金の納付に代えることができる。 

第３章 指名競争入札 

（指名競争入札参加者の登録） 

第２１条 指名競争入札に参加しようとする者は、市長が指定する期間内に入札参加資格に関す

る申請をしなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があった場合は、遅滞なく当該申請に係る審査を行い、入札参加資格を

有すると認めた者について競争入札参加有資格者名簿に登録するものとする。 

３ 前項の規定による競争入札参加有資格者名簿の登録の有効期間は、市長が別に定める。 
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４ 競争入札参加有資格者名簿に登録されている者は、第１項の規定による申請の内容に変更が

あったときは、関係書類を添えてその旨を速やかに市長に届け出なければならない。ただし、

市長がその必要がないと認めるときは、この限りでない。 

５ 市長は、第１項の規定にかかわらず、特に必要と認めるときは、随時に同項の規定による申

請を受理することができる。 

（指名競争入札参加者の指名及び通知） 

第２２条 市長は、指名競争入札に付するときは、競争入札参加有資格者名簿に登録されている

者のうちから入札に参加する者を原則として３人以上指名するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により指名した者に対して第３条第１項各号（第２号を除く。）に掲げ

る事項を通知するものとする。 

３ 前項の規定による通知をする日と入札期日との間には、少なくとも次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める日数以上の期間を置かなければならない。ただし、やむを得ない事由

がある場合は、第２号及び第３号に定める期間を５日以内に限り短縮することができる。 

（１）予定価格が１件５，０００，０００円未満のもの ３日 

（２）予定価格が１件５，０００，０００円以上５０，０００，０００円未満のもの １０日 

（３）予定価格が１件５０，０００，０００円以上のもの １５日 

（一般競争入札に関する規定の準用） 

第２３条 第２条及び第４条から第２０条までの規定は、指名競争入札の場合について準用する。

この場合において、これらの規定中「一般競争入札」とあるのは「指名競争入札」と、「政令

第１６７条の５第１項」とあるのは「政令第１６７条の１１第２項」と読み替えるものとする。 

（電子情報処理組織による指名競争入札の特例） 

第２３条の２ 市長は、必要があると認めるときは、電子情報処理組織を使用して指名競争入札

（工事等に係るものに限る。以下この条において同じ。）を行うことができる。 

２ 前項の規定により電子情報処理組織を使用して指名競争入札を行う場合における第２２条の

規定の適用については、同条第３項中「入札期日」とあるのは、「開札期日」とする。 

３ 第２１条、前項の規定により読み替えて適用される第２２条及び前条に定めるもののほか、

第１項の規定により電子情報処理組織を使用して行う指名競争入札による契約に関し必要な事

項は、市長が別に定める。 

第４章 随意契約 

（随意契約によることができる場合の額） 

第２４条 政令第１６７条の２第１項第１号の規則で定める額は、次の各号に掲げる契約の種類

に応じ、当該各号に定める額とする。 

（１）工事又は製造の請負 ２，０００，０００円 

（２）財産の買入れ １，５００，０００円 
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（３）物件の借入れ ８００，０００円 

（４）財産の売払い ５００，０００円 

（５）物件の貸付け ３００，０００円 

（６）前各号に掲げるもの以外のもの １，０００，０００円 

（発注の見通しに関する事項等の公表） 

第２４条の２ 市長は、政令第１６７条の２第１項第３号又は第４号の規定が適用される物品又

は役務の調達（以下この条において「適用調達」という。）が見込まれるときは、当該適用調

達の見通しについて、次に掲げる事項をあらかじめ公表するものとする。 

（１）適用調達の名称 

（２）適用調達の概要 

（３）調達の場所 

（４）契約期間 

（５）見積書を徴取する時期 

２ 市長は、前項の規定により公表を行った適用調達について、見積書を徴する相手方を選定し

たときは、速やかに次に掲げる事項を公表するものとする。 

（１）適用調達の名称 

（２）契約期間 

（３）見積書を徴する相手方の名称及び選定理由 

（４）見積書の徴取方法 

３ 市長は、前項の規定により公表を行った適用調達に係る契約を締結したときは、速やかに次

に掲げる事項を公表するものとする。 

（１）適用調達の名称 

（２）見積結果 

（３）契約の相手方の名称及び選定理由 

（４）契約締結日 

４ 前３項の規定による公表は、閲覧所を設け、閲覧に供する方法によるものとする。 

（予定価格の決定） 

第２５条 市長は、随意契約により契約を締結しようとするときは、第７条の規定に準じ予定価

格を定める。この場合において、第１１条の規定による予定価格調書の作成は、その必要がな

いと特に認めるときは、省略することができる。 

（見積書） 

第２６条 市長は、随意契約により契約を締結しようとするときは、２人以上の者から見積書を

徴するものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

（１）契約の性質又は目的により、契約の相手方を特定せざるを得ないとき。 
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（２）災害の発生等により緊急を要するとき。 

（３）前２号に定めるもののほか、市長が２人以上の者から見積書を徴する必要がないと認める

とき。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、見積書を徴することを省

略することができる。 

（１）国又は地方公共団体と契約を締結するとき。 

（２）法令により価格の定められている物品を購入するとき。 

（３）その他市長が見積書を徴する必要がないと認めるとき。 

（契約書の提出等） 

第２７条 契約の相手方は、契約を締結する旨の通知を受けた日から７日以内に契約書を市長に

交付するとともに契約保証金を納めさせないこととした場合を除き、契約保証金を納めなけれ

ばならない。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、その期限を延長することができ

る。 

（電子情報処理組織による随意契約の特例） 

第２７条の２ 市長は、必要があると認めるときは、電子情報処理組織を使用して随意契約の相

手方の決定（工事等に係るものに限る。次項において同じ。）を行うことができる。 

２ 第２４条から前条まで（第２４条の２を除く。）に定めるもののほか、前項の規定により電

子情報処理組織を使用して行う随意契約の相手方の決定に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

第５章 せり売り 

（せり売りにおける入札保証金の額） 

第２８条 せり売りにおける政令第１６７条の７第１項の規則で定める入札保証金の額は、市長

が定める額とする。 

（一般競争入札に関する規定の準用） 

第２９条 第２条、第３条、第５条、第６条、第１３条第３項、第１４条から第１６条まで及び

第２０条（第３項を除く。）の規定は、せり売りの場合について準用する。この場合において、

これらの規定中「一般競争入札」とあり、及び「入札」とあるのは「せり売り」と、「政令第

１６７条の５第１項」とあるのは「政令第１６７条の１４において準用する政令第１６７条の

５第１項」と読み替えるものとする。 

第６章 契約の締結 

（契約書の作成） 

第３０条 市長は、契約を締結するときは、次に掲げる事項を記載した契約書を作成しなければ

ならない。ただし、契約の性質又は目的により必要のない事項については、この限りでない。 

（１）契約の目的 
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（２）契約金額 

（３）履行期限 

（４）契約履行場所 

（５）契約保証金に関する事項 

（６）契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

（７）監督及び検査 

（８）債務不履行の場合における遅延利息、違約金その他の損害賠償金 

（９）危険負担 

（１０）契約不適合責任 

（１１）契約に関する紛争の解決方法 

（１２）その他必要な事項 

（契約書の省略等） 

第３１条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、契約書の作成を省

略することができる。ただし、当該契約が役務の調達に係るものであるときは、この限りでな

い。 

（１）契約金額が５００，０００円を超えないとき。 

（２）せり売りに付するとき。 

（３）物品を売り払う場合において、買受人が代金を即納してその物品を引き取るとき。 

（４）随意契約において市長が契約書を作成する必要がないと認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により契約書の作成を省略した場合において、契約の適正な履行を確保

するため特に必要があると認めるときは、当該契約の相手方に当該契約の履行を約した書類を

提出させるものとする。 

（契約保証金の額） 

第３２条 政令第１６７条の１６第１項の規則で定める契約保証金の額は、その者の契約金額の

１０分の１に相当する額以上の額（単価契約にあっては、市長が定める額）とする。 

（電子情報処理組織による一般競争入札により締結する契約に係る契約保証金の額の特例） 

第３２条の２ 電子情報処理組織を使用して行う一般競争入札により締結する契約に係る契約保

証金の額についての前条の規定の適用については、同条中「その者の契約金額の１０分の１に

相当する額以上の額（単価契約にあっては、市長が定める額）」とあるのは、「入札保証金の

額に相当する額」とする。 

（契約保証金の納付の代替） 

第３３条 契約の相手方は、第５条各号に掲げる有価証券その他確実と認められる担保で市長が

定めるものを契約保証金の納付に代えることができる。 

（契約保証金の不納付） 
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第３４条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約の相手方に契約保証金を納めさ

せないこととすることができる。 

（１）契約の相手方が保険会社との間で本市を被保険者とする契約の履行保証保険契約を締結し

たとき。 

（２）契約の相手方から委託を受けた保険会社との間で履行保証契約を締結したとき。 

（３）指名競争入札に参加する資格を有する者と契約を締結する場合において、契約の相手方が

契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

（４）政令第１６９条の７第２項の規定により確実な担保の提供を徴して、延納の特約をすると

き。 

（５）物品の売払契約において、売払代金が即納されるとき。 

（６）随意契約を締結する場合において、契約金額が１，０００，０００円以下であるとき。 

（７）随意契約を締結する場合において、契約の相手方が国、地方公共団体その他公共団体又は

公共的団体であるとき。 

（８）随意契約を締結する場合において、契約の相手方が契約を履行しないこととなるおそれが

ないと市長が認めるとき。 

（権利義務の特定承継等の禁止） 

第３５条 市長は、契約の相手方に契約によって生ずる権利又は義務を第三者に承継させ、又は

担保に供させてはならない。ただし、やむを得ない事由があると認める場合にあっては、この

限りでない。 

第３６条 損害賠償に関しこの規則と定めるところと異なる定めをしたときは、その異なる定め

によるものとする。 

第７章 契約の履行 

（履行期限の延長） 

第３７条 契約の相手方は、その責めに帰することができない事由により契約の履行期限までに

その債務を履行できないときは、当該事由を明記した文書により当該期限の延長を求めること

ができる。 

２ 市長は、前項の請求があった場合において、適当と認めるときは、相当の期間を定めて当該

期限の延長を認めるものとする。 

（部分払） 

第３８条 市長は、契約の相手方が債務の履行を完了する前であっても、債務が履行された部分

に係る代金の全部又は一部を支払うことができる。ただし、工事の請負契約にあっては、契約

金額が１，０００，０００円以上のものに限る。 

２ 前項に規定する支払（以下「部分払」という。）の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める額（前払金が支払われている場合にあっては、前払金額を契約金額で除して得
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た率を債務が履行された部分の代金に乗じて得た額を当該各号に定める額から控除した額）を

超えることができない。 

（１）工事又は製造その他の請負契約（契約の相手方の債務が可分であるものを除く。） 債務

が履行された部分に係る代金額の１０分の９に相当する額 

（２）前号に掲げる契約以外の契約 債務が履行された部分に係る代金額の全額 

３ 部分払の回数は、次の各号に掲げる契約金額の区分に応じ、当該各号に定める回数を超えな

い範囲とする。 

（１）１０，０００，０００円未満 １回 

（２）１０，０００，０００円以上３０，０００，０００円未満 ２回 

（３）３０，０００，０００円以上５０，０００，０００円未満 ３回 

（４）５０，０００，０００円以上１００，０００，０００円未満 ４回 

（５）１００，０００，０００円以上 ５回 

（契約保証金の返還） 

第３９条 契約保証金は、その保証する契約により本市が取得する債権が存続しなくなったとき

に、これを返還する。ただし、本市が公有財産又は物品の売払代金に係る債権を有する場合に

おいて、契約の相手方から申出があり、かつ、当該相手方が当該売払代金の額から当該相手方

が納付した契約保証金の額を控除した金額を納付したときは、市長は、当該契約保証金を当該

債権の弁済に充てることができる。 

第８章 契約の解除 

（契約の解除） 

第４０条 市長は、民法（明治２９年法律第８９号）第５４１条及び第５４２条に定めるものの

ほか、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 

（１）あらかじめ解除権を留保しておいたとき。 

（２）契約の相手方が政令第１６７条の４第２項第４号の規定に該当したとき。 

（３）前各号に掲げるもののほか、契約の相手方が契約に違反したとき。 

第４１条 契約の相手方は、民法第５４１条及び第５４２条に定めるもののほか、次の各号のい

ずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 

（１）あらかじめ解除権を留保しておいたとき。 

（２）本市の都合による契約の変更のため契約金額が当初の額の３分の１以下になるとき又は債

務の履行期間が当初の契約期間の２分の１（当該契約期間の２分の１が６月以上のときは、

６月）以下となるとき。 

（契約解除に伴う措置） 

第４２条 市長は、第４０条の規定により契約を解除した場合は、履行済みの部分に対し市長が

適当と認める金額を交付し、当該履行済みの部分等を引き取ることができる。 
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２ 第４０条（第１号を除く。）の規定により契約を解除した場合において、契約保証金が納付

されているときは、当該契約保証金は、本市に帰属する。 

３ 市長は、第４０条（第１号を除く。）の規定により契約を解除した場合において、契約保証

金が納付されていないとき又は契約保証金の額が契約金額の１０分の１に満たないときは、契

約金額の１０分の１に相当する額又は当該１０分の１に相当する額と既納の契約保証金との差

額を違約金として徴収するものとする。 

４ 前２項の規定にかかわらず、損害の賠償又は違約金について契約で別段の定めをしたときは、

その定めるところによる。 

５ 第２項及び第３項の規定は、その解除の事由が契約その他の債務の発生原因及び取引上の社

会通念に照らして契約の相手方の責めに帰することができないものによるものであるときは、

この限りでない。 

第９章 雑則 

第４３条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則抄 

１ この規則は、平成１５年６月１日から施行する。 

附 則（平成１６年３月１５日） 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年３月１５日） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１９年３月１５日） 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年３月３１日） 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月２３日） 

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年５月２８日） 

この規則は、平成２４年６月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２４日） 

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年６月１７日） 

１ この規則は、令和元年７月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の和歌山市契約規則第９条の規定は、この規則の施行の日以後に行う

入札の公告に係る一般競争入札について適用し、同日前に行った入札の公告に係る一般競争入

札については、なお従前の例による。 
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附 則（令和２年３月２５日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の和歌山市契約規則の規定は、この規則の施行の日以後に行う契約に

ついて適用し、同日前に行った契約については、なお従前の例による。 

附 則（令和７年３月３１日） 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

 



和歌山市契約規則第３４条の運用基準 

和歌山市契約規則（平成１５年規則第８３号。以下「規則」という。）第３４条第７号及び第８号の運

用については、次のとおりとする。 

１ 規則第３４条第７号に規定する用語の定義 

（１）「公共団体」とは、土地改良区、水害予防組合のように、普通地方公共団体以外の公法人で一定区

域の一定の資格要件を有する者によって構成されるものをいう。 

（２）「公共的団体」とは、農業協同組合、生活協同組合、赤十字社、青年団のように公共的活動を営む

ものをいい、法人であると否とは問わない。 

次に掲げるものは、公共的団体に含むものとする。 

ア 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律第４９号）第５条に基づ

き認定を受けた一般社団法人又は一般財団法人 

イ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に基づく社会福祉法人 

ウ 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）に基づく特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人） 

２ 規則第３４条第８号を適用できる条件 

次に掲げる事項をすべて満たすとき又は契約の相手方が契約を履行しないこととなるおそれがないと

市長が特に認めるとき。 

（１）過去２箇年において次に掲げる税目のすべてについて未納の額がないことを納税証明書の提出によ

り確認することができたとき。 

ア 法人税又は所得税、消費税及び地方消費税 

イ 市民税又は法人市民税及び固定資産税 

（２）過去２箇年の間に国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契

約を締結し、かつ、これを誠実に履行していること。 

附 則 

この基準は、平成１６年４月１日から施行する。 

  附 則 

この基準は、平成２４年７月１日から施行する。 
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足拭きマット供給業務仕様書 
 

１ 対象施設 

   河南総合体育館 

 

２ 基本的事項 

   指定管理者は、足拭きマットを設置し、定期的に新しいものと交換し、常に良好な状態を 

  維持するよう供給業務を実施すること。 

 

３ 業務の範囲 

   指定管理者は、次に定める業務を行うこと。 

 （１）館内の床面の汚れを防ぐため、靴等の汚れ又はシャワー室水滴を取除く足拭きマットの設 

置を行うこと。 

  

 （２）足拭きマットは、品質に優れたものを使用すること。 

 

 （３）設置数及び交換回数 

    足拭きマットの交換（１か月に１回交換） 

     河南総合体育館 

      ・管理棟出入口         （９００ｍｍ×１，５００ｍｍ） ３枚 

      ・男子シャワー室        （９００ｍｍ×１，５００ｍｍ） ３枚 

      ・女子シャワー室        （９００ｍｍ×１，５００ｍｍ） ３枚 

      ・体育館通路          （９００ｍｍ×１，５００ｍｍ） ２枚 

      ・正面玄関出入口（中央）  （１，５００ｍｍ×２，４００ｍｍ） ２枚 

      ・正面玄関出入口（中央以外）  （９００ｍｍ×１，５００ｍｍ） ２枚 

NO.８



NO.１８





























2,750,000













1,846,567



NO.１9

















市民温水プール



様式２

（単位：千円）

令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 備  考

利用料金収入

指定管理料 28,619 29,887 31,253 32,721 34,302

その他 100 100 100 100 100

28,719 29,987 31,353 32,821 34,402

　
　
　

人件費 18,956 20,038 21,203 22,457 23,808

旅費 48 48 48 48 48

消耗品費 431 431 431 431 431

燃料費 20 20 20 20 20

印刷製本費 6 6 6 6 6

光熱水費 1,984 1,984 1,984 1,984 1,984

修繕費 338 338 338 338 338

医薬材料費 3 3 3 3 3

通信運搬費 110 110 110 110 110

手数料 1,465 1,465 1,465 1,465 1,465

保険料 61 61 61 61 61

委託料 1,752 1,770 1,789 1,808 1,827

使用料及び賃借料 85 85 85 85 85

備品購入費 189 189 189 189 189

その他 1,903 2,011 2,128 2,253 2,388

管理費 1,368 1,428 1,493 1,563 1,639

支出合計（Ｂ） 28,719 29,987 31,353 32,821 34,402

収支（Ａ）－（Ｂ） 0 0 0 0 0

『松下体育館』　収支予算書

収
入
項
目

収入合計（Ａ）

NO.３６



様式２

（単位：千円）

令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 備  考

利用料金収入

指定管理料 35,920 36,921 37,993 39,145 40,378

その他 404 404 404 404 404

36,324 37,325 38,397 39,549 40,782

　
　
　

人件費 15,808 16,636 17,527 18,485 19,515

旅費 37 37 37 37 37

消耗品費 440 440 440 440 440

燃料費 13 13 13 13 13

印刷製本費 13 13 13 13 13

光熱水費 9,103 9,103 9,103 9,103 9,103

修繕費 869 869 869 869 869

医薬材料費 8 8 8 8 8

通信運搬費 149 149 149 149 149

手数料 2,264 2,264 2,264 2,264 2,264

保険料 91 91 91 91 91

委託料 3,895 3,937 3,978 4,021 4,063

使用料及び賃借料 84 84 84 84 84

備品購入費 229 229 229 229 229

その他 1,591 1,674 1,763 1,859 1,962

管理費 1,730 1,778 1,829 1,884 1,942

支出合計（Ｂ） 36,324 37,325 38,397 39,549 40,782

収支（Ａ）－（Ｂ） 0 0 0 0 0

『市民体育館』　収支予算書

収
入
項
目

収入合計（Ａ）



様式２

（単位：千円）

令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 備  考

利用料金収入

指定管理料 33,698 34,973 36,343 37,817 39,402

その他 605 605 605 605 605

34,303 35,578 36,948 38,422 40,007

　
　
　

人件費 18,956 20,038 21,203 22,457 23,808

旅費 81 81 81 81 81

消耗品費 552 552 552 552 552

燃料費 50 50 50 50 50

印刷製本費 19 19 19 19 19

光熱水費 5,871 5,871 5,871 5,871 5,871

修繕費 1 1 1 1 1

医薬材料費 7 7 7 7 7

通信運搬費 140 140 140 140 140

手数料 2,552 2,552 2,552 2,552 2,552

保険料 76 76 76 76 76

委託料 2,224 2,248 2,272 2,296 2,320

使用料及び賃借料 85 85 85 85 85

備品購入費 150 150 150 150 150

その他 1,905 2,013 2,129 2,255 2,390

管理費 1,634 1,695 1,760 1,830 1,905

支出合計（Ｂ） 34,303 35,578 36,948 38,422 40,007

収支（Ａ）－（Ｂ） 0 0 0 0 0

『河南総合体育館』　収支予算書

収
入
項
目

収入合計（Ａ）



様式２

（単位：千円）

令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 備  考

利用料金収入

指定管理料 21,493 21,945 22,424 22,929 23,463

その他

21,493 21,945 22,424 22,929 23,463

　
　
　

人件費 9,015 9,331 9,668 10,028 10,412

旅費 0 0 0 0 0

消耗品費 185 185 185 185 185

燃料費 251 251 251 251 251

印刷製本費 5 5 5 5 5

光熱水費 146 146 146 146 146

修繕費 460 460 460 460 460

医薬材料費 5 5 5 5 5

通信運搬費 1 1 1 1 1

手数料 1,360 1,360 1,360 1,360 1,360

保険料 184 184 184 184 184

委託料 7,876 7,959 8,044 8,129 8,215

使用料及び賃借料 60 60 60 60 60

備品購入費 0 0 0 0 0

租税公課費 921 953 987 1,023 1,061

管理費 1,024 1,045 1,068 1,092 1,118

支出合計（Ｂ） 21,493 21,945 22,424 22,929 23,463

収支（Ａ）－（Ｂ） 0 0 0 0 0

『市民スポーツ広場』　収支予算書

収
入
項
目

収入合計（Ａ）



様式２

（単位：千円）

令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 備  考

利用料金収入

指定管理料 91,973 94,655 97,530 100,615 103,923

その他 100 100 100 100 100

92,073 94,755 97,630 100,715 104,023

　
　
　

人件費 49,102 51,386 53,835 56,465 59,288

旅費 55 55 55 55 55

消耗品費 1,202 1,202 1,202 1,202 1,202

燃料費 0 0 0 0 0

印刷製本費 38 38 38 38 38

光熱水費 21,220 21,220 21,220 21,220 21,220

修繕費 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150

医薬材料費 3 3 3 3 3

通信運搬費 141 141 141 141 141

手数料 4,893 4,893 4,893 4,893 4,893

保険料 69 69 69 69 69

委託料 4,107 4,150 4,194 4,239 4,284

使用料及び賃借料 349 349 349 349 349

備品購入費 440 440 440 440 440

租税公課費 4,919 5,147 5,392 5,655 5,937

管理費 4,385 4,512 4,649 4,796 4,954

支出合計（Ｂ） 92,073 94,755 97,630 100,715 104,023

収支（Ａ）－（Ｂ） 0 0 0 0 0

『市民温水プール』　収支予算書

収
入
項
目

収入合計（Ａ）



定期業務委託等一覧

業務名 金額 契約先 期間 備考

松下体育館 清掃業務 706,750円 近畿ビルサービス(株)和歌山営業所 5年
１人、週２回
４時間（７時～11時）
年２回の定期清掃含む

定期清掃業務 148,500円 近畿ビルサービス(株)和歌山営業所 1年
３人、年２回
５時間（８時～13時）

機械警備業務 198,000円 綜合警備保障(株)和歌山支社 5年

自家用電気工作物保安管理業務 227,304円 関西電気保安協会和歌山営業所 5年

消防設備保守点検業務 254,760円 (株)サニコン 5年

植木管理業務 187,000円 (株)松風園 1年

バスケットゴール保守点検業務 154,000円 (株)瀧本 1年 R7新設／R8～

NO.４４



定期業務委託等一覧

業務名 金額 契約先 期間 備考

市民体育館 清掃業務 1,035,375円 近畿ビルサービス(株)和歌山営業所 5年
日常清掃：1人、週2回、
4時間(8時30分～12時30分)
定期清掃：年2回あり

機械警備業務 203,280円 セコム(株) 5年

自家用電気工作物保安管理業務 320,232円 関西電気保安協会和歌山営業所 5年

浄化槽維持管理業務 884,180円 共和工業(株) 5年

消防設備保守点検業務 242,770円 (株)サニコン 5年

貯水槽清掃業務 79,200円 (株)アステック 5年

空調設備機器保守点検業務 524,700円 大阪瓦斬(株)ｴﾅｼﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ事業部 1年

植木剪定及び消毒業務 243,855円
（公社）和歌山市シルバー人材セン
ター

1年

ごみ搬出処理 業務 委託 10㎏180円 （株）環境クリーンサービス 5年

浄化槽清掃料 498,600円 和歌山市清掃（株） 1年

非常用発電機負荷試験 165,000円 (株)サニコン 前回R4 R6新設／６年に１回



定期業務委託等一覧

業務名 金額 契約先 期間 備考

河南総合
体育館

清掃業務 984,500円 近畿ビルサービス(株)和歌山営業所 5年
１人、週２回
４時間（７時～11時）
年２回の定期清掃含む

定期清掃業務 181,500円 近畿ビルサービス(株)和歌山営業所 1年
３人、年２回
５時間（８時～13時）

機械警備業務 155,760円 (株)国際テック 5年

自家用電気工作物保安管理業務 194,568円 関西電気保安協会和歌山営業所 5年

消防設備保守点検業務 254,760円 (株)サニコン 5年

浄化槽維持管理業務 122,320円 和歌山市清掃(株) 5年

足拭きマット供給業務 78,936円 (株)ダスキン紀和 5年

バスケットゴール保守点検業務 205,100円 (株)瀧本 3年 R6～



定期業務委託等一覧

業務名 金額 契約先 期間 備考

市民スポー 法面除草作業及び側溝清掃作業業務 499,950円 (株)藤島建設 6か月
6人、２か月に１回
6時間(8時30分～15時30分)

ツ広場 除草清掃等作業業務 2,403,502円
（公社）和歌山市シルバー人材セン
ター

1年
2人、週2～3回
5時間(9時～15時)

整地等業務 4,850,000円 淺川道路(株) 3か月

ごみ搬出処理業務 10㎏180円 (株)環境クリーンサービス 5年

簡易便所及び簡易水洗便所のし尿汲取
り

734,160円 和歌山市清掃(株) 1年

陸上競技場樹木消毒業務 27,500円 (株)東陽園建設 年１回

公用車車検整備 163,679円 (有)昌英自動車整備 年１回



定期業務委託等一覧

業務名 金額 契約先 期間 備考

市民温水
プール

清掃業務 1,035,375円
近畿ビルサービス(株)和歌山営
業所

5年

・日常清掃１人、4時間
（週2回・6時30分～10時30分）
→ロビー、トイレ、玄関扉、各更衣
室・シャワー室の清掃
・定期清掃、2回(臨時休館時の6月26日
～30日・9月26日～30日の期間に全工程
が済むまで)
→全部屋のポリッシュ・ワックスが
け・ガラス全般の洗浄　　　　　シャ
ワー室、プールサイド、目洗い場、各
トイレの高圧洗浄

機械警備業務 116,160円 セコム(株) 5年

空調衛生設備保守点検業務 2,255,000円 (株)サニコン 5年

消防設備保守点検業務 235,510円 (株)サニコン 5年

浄化槽維持管理業務 123,904円 和歌山市清掃(株) 5年

足拭きマット供給業務 64,680円
(株)紀州レンタル　ダスキン紀
州

5年

植木管理業務 190,125円
（公社）和歌山市シルバー人材
センター

1年

浄活水装置メンテナンス手数料 451,000円 (株)シマムラ 前回R7 5年に1回

浄活水装置取付工事費 71,500円 (株)シマムラ 前回R7 5年に1回

浄化槽清掃手数料 687,540円 和歌山市清掃(株) 1年 し尿汲み取り

ボイラー大気環境測定手数料 242,000円 日鉄テクノロジー(株) 1年 ボイラー排煙に関する法定測定

プール水質検査手数料 128,480円 (一社)和歌山県薬剤師会 1年 プール運営に必要な法定検査



令和4年度　ｽﾎﾟｰﾂ支出（特定資産）

スポーツ広場

　業務委託料

伝票日付 金額（円） 施設名 科目 摘要

10月20日 1,496,000 ｽﾎﾟ広 業務委託料 球技場緊急整地業務

合計 1,496,000

総合計 1,496,000

NO.４7



令和5年度　ｽﾎﾟｰﾂ支出（特定資産）

松下体育館

　什器備品

伝票日付 金額（円） 施設名 科目 摘要

3月20日 361,900 松下体育館 什器備品 卓球台2台

合計 361,900

市民体育館

　修繕

3月20日 224,400 市民体育館 修繕費 給水ﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ修繕

　什器備品

11月20日 361,900 市民体育館 什器備品 卓球台2台

　手数料

3月20日 247,500 市民体育館 手数料 樹木剪定（ｸｽﾉｷ2本）

合計 833,800

河南体育館

　修繕

3月20日 372,900 河南体育館 修繕費 給水管漏水修繕

　什器備品

3月20日 357,000 河南体育館 什器備品 卓球台2台

合計 729,900

スポーツ広場

什器備品

11月20日 880,000 ｽﾎﾟｰﾂ広場 什器備品 草刈機1台

合計 880,000

総合計 2,805,600



令和6年度　ｽﾎﾟｰﾂ支出（特定資産）

総合計 0



令和７年度　ｽﾎﾟｰﾂ支出（特定資産）

松下体育館

　什器備品

伝票日付 金額（円） 施設名 科目 摘要

10月20日 387,750 松下体育館 什器備品費 ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ３台

合計 387,750

市民体育館

　修繕

3月31日 594,000 市民体育館 修繕 消防設備修繕

　什器備品

3月23日 308,000 市民体育館 什器備品費 卓球防球フェンス20台

3月31日 993,300 市民体育館 什器備品費 スクワットラック

合計 1,895,300

河南体育館

　修繕

3月31日 425,700 河南体育館 修繕 弓道場シャッター修繕

　什器備品

3月31日 521,400 河南体育館 什器備品費 卓球台2台

合計 947,100

温水ﾌﾟｰﾙ

　修繕

3月31日 272,800 温水ﾌﾟｰﾙ 修繕 事務室照明器具LED修繕

合計 272,800

スポーツ広場

　修繕

3月23日 370,700 テニスコート 修繕 Aコートクラック修繕

3月31日 594,000 ｽﾎﾟｰﾂ広場 修繕 砂利整備

　什器備品

3月31日 2,307,800 ｽﾎﾟｰﾂ広場 什器備品費 ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞﾌｪﾝｽ

合計 3,272,500

３体育館

　消耗品

3月31日 405,000 ｽﾎﾟｰﾂ施設3 消耗品費 災害用備蓄パン

　合計 405,000

総合計 7,180,450


